
議案第２６号

令 和 ６ 年 度

五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 書



令和６年度五所川原市下水道事業会計予算

（総則）
第１条　令和６年度五所川原市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）
第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（特定環境保全
（公共下水道事業） 公共下水道事業） （農業集落排水事業） （漁業集落排水事業）

（１） 戸 戸 戸
（２） ㎥ ㎥ ㎥
（３） ㎥ ㎥ ㎥
（４） 公共下水道管きょ更新、処理場建設改良事業

（収益的収入及び支出）
第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　収　　　　入
第１款　公共下水道事業収益
第１項
第２項
第３項

第２款　特定環境保全公共下水道事業収益
第１項
第２項
第３項

第３款　農業集落排水事業収益
第１項
第２項
第３項

第４款　漁業集落排水事業収益
第１項
第２項
第３項

第５款　浄化槽設置整備事業収益

排水（処理）戸数 ８，４６０ 戸 １６０ ４７０ １９０
年 間 排 水 量 ２，４８９，２４０ ㎥ ３６，６５０ １３７，２３６ ４７，９９６
一 日 平 均 排 水 量 ６，８２０ ㎥ １００ ３７６ １３２
主要な建設改良事業

６４３，９４４ 千円
営 業 収 益 ３７８，１５６ 千円
営 業 外 収 益 ２６５，７８７ 千円
特 別 利 益 １ 千円

３５，１３７ 千円
営 業 収 益 ５，６５２ 千円
営 業 外 収 益 ２９，４８４ 千円
特 別 利 益 １ 千円

４６，０９６ 千円
営 業 収 益 １５，６４０ 千円
営 業 外 収 益 ３０，４５５ 千円
特 別 利 益 １ 千円

３５，０９１ 千円
営 業 収 益 ７，６５４ 千円
営 業 外 収 益 ２７，４３６ 千円
特 別 利 益 １ 千円

３６，６７２ 千円
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第１項

　支　　　　出
第１款　公共下水道事業費用
第１項
第２項
第３項

第２款　特定環境保全公共下水道事業費用
第１項
第２項
第３項

第３款　農業集落排水事業費用
第１項
第２項
第３項

第４款　漁業集落排水事業費用
第１項
第２項
第３項

第５款　浄化槽設置整備事業費用
第１項

（資本的収入及び支出）
第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１００，８４５千円は、当
年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１６，８５５千円、過年度分損益勘定留保資金８３，９９０千円で補てんするものとする。）

　収　　　　入
第１款　公共下水道事業資本的収入
第１項
第２項
第３項
第４項

営 業 外 収 益 ３６，６７２ 千円
収 入 合 計 ７９６，９４０ 千円

７９７，２１７ 千円
営 業 費 用 ７５３，５７５ 千円
営 業 外 費 用 ４３，５９１ 千円
特 別 損 失 ５１ 千円

４７，２０４ 千円
営 業 費 用 ４５，０４３ 千円
営 業 外 費 用 ２，１４０ 千円
特 別 損 失 ２１ 千円

６７，５４８ 千円
営 業 費 用 ６４，００４ 千円
営 業 外 費 用 ３，５２３ 千円
特 別 損 失 ２１ 千円

４４，８０４ 千円
営 業 費 用 ４２，７９８ 千円
営 業 外 費 用 １，９８５ 千円
特 別 損 失 ２１ 千円

３６，６７２ 千円
営 業 費 用 ３６，６７２ 千円

支 出 合 計 　９９３，４４５ 千円

６２６，２５８ 千円
企 業 債 ２０９，６００ 千円
他 会 計 出 資 金 ３２３，１３３ 千円
国 庫 補 助 金 ９２，８００ 千円
負 担 金 等 　７２５ 千円
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第２款　特定環境保全公共下水道事業
　資本的収入

第１項
第２項

第３款　農業集落排水事業資本的収入
第１項
第２項
第３項

第４款　漁業集落排水事業資本的収入
第１項
第２項
第３項
第４項

　支　　　　出
第１款　公共下水道事業資本的支出
第１項
第２項
第３項

第２款　特定環境保全公共下水道事業
　資本的支出

第１項
第２項

第３款　農業集落排水事業資本的支出
第１項
第２項

第４款　漁業集落排水事業資本的支出
第１項
第２項

２１，６１１ 千円
企 業 債 　７，４００ 千円
他 会 計 出 資 金 １４，２１１ 千円

４１，９７５ 千円
企 業 債 　５，４００ 千円
他 会 計 出 資 金 ３５，４２５ 千円
国 庫 補 助 金 １，１５０ 千円

３５，７４８ 千円
企 業 債 １５，２００ 千円
他 会 計 出 資 金 １４，９３８ 千円
国 庫 補 助 金 ５，１００ 千円
県 補 助 金 ５１０ 千円

収 入 合 計 ７２５，５９２ 千円

７２７，１０３ 千円
建 設 改 良 費 ３１０，０８１ 千円
固 定 資 産 購 入 費 ４２３ 千円
企 業 債 償 還 金 ４１６，５９９ 千円

２１，６１１ 千円
建 設 改 良 費 　７０４ 千円
企 業 債 償 還 金 ２０，９０７ 千円

４１，９７５ 千円
建 設 改 良 費 　６，６００ 千円
企 業 債 償 還 金 ３５，３７５ 千円

３５，７４８ 千円
建 設 改 良 費 １４，６００ 千円
企 業 債 償 還 金 ２１，１４８ 千円

支 出 合 計 ８２６，４３７ 千円
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（企業債）
第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

 (一時借入金）
第６条　一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
（１）各項に計上した経費の予定額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第８条  次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する
場合は議会の議決を経なければならない。
（１）

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

職 員 給 与 費 ７４，４１７ 千円

公共下水道事業 １８５，２００千円

公共下水道事業
資本費平準化債

　６，６００千円

下水道事業債
（特別措置分）

１７，８００千円

特定環境保全公共下水道事業 　　　７００千円

特定環境保全公共下水道事業
資本費平準化債

　６，７００千円

農業集落排水事業 　５，４００千円

漁業集落排水事業 ８，９００千円

漁業集落排水事業
資本費平準化債

６，３００千円

普通貸借

年３．０％以内
（ただし、利率見直し方式とした場
合にあって、利率の見直しを行った
後は、当該見直し後の利率）

借入先の融資条件による。ただ
し下水道事業会計予算の都合に
より繰上償還又は低利に借り換
えることができる。
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（他会計からの補助金）
第９条　事業安定のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は２２，１００千円である。
＜内訳＞
特定環境保全公共下水道事業他会計補助金 千円
農業集落排水事業他会計補助金 千円
漁業集落排水事業他会計補助金 千円

（たな卸資産購入限度額）
第１０条　たな卸資産の購入限度額は、２，４０７千円と定める。

令和６年２月２９日提出

　９，４７７
　４，５８８
　８，０３５

五所川原市長　　佐々木　孝　昌
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予 算 に 関 す る 説 明 書
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１

２

３

４

５

６

７

８

令 和 ６ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

令和６年度五所川原市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

令 和 ６ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 会 計 給 与 費 明 細 書

継 続 費 に 関 す る 調 書

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

令 和 ６ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

令 和 ５ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

令 和 ５ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

地 方 公 営 企 業 法 第 ２ ５ 条 及 び 同 法 施 行 令 第 １ ７ 条 の
２ の 規 定 に 基 づ く 予 算 に 関 す る 説 明 書
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１　令和６年度五所川原市下水道事業会計予算実施計画

(収益的収入及び支出）
収 入

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

事 業 収 益 ７９６,９４０ 下水道事業の経営活動全般から生ずる収益

1
公共下水道事業
収 益

６４３,９４４ 公共下水道事業の経営活動全般から生ずる収益

1 営 業 収 益 ３７８,１５６ 主たる営業活動から生ずる収益

1 下 水 道 使 用 料 ３７７,８３８ 公共下水道使用料

2 その他営業収益 ３１８ 上記以外の収益

2 営 業 外 収 益 ２６５,７８７ 主たる営業活動以外の収益

1 他 会 計 負 担 金 ５２,２７２
雨水処理、基礎年金拠出金等及び利子償還に対す
る一般会計繰入金

2 補 助 金 １２,０００ 内水浸水想定区域図作成業務に対する国庫支出金

3
消費税及び地方消
費 税 還 付 金

１ 下水道事業に係る消費税及び地方消費税還付金

4 長期前受金戻入 ２０１,３７３ 長期前受金の減価償却見合い分を収益化したもの

5 雑 収 益 １４１ 行政財産使用料ほか雑収入

3 特 別 利 益 １ 当年度の経常的収支から除外すべき利益

1 過年度損益修正益 １
前年度以前の損益の修正で利益の性質を有するも
の
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款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

2
特 定 環 境 保 全
公共下水道事業
収 益

３５,１３７
特定環境保全公共下水道事業の経営活動全般から
生ずる収益

1 営 業 収 益 ５,６５２ 主たる営業活動から生ずる収益

1 下 水 道 使 用 料 ５,６４３ 特定環境保全公共下水道使用料

2 その他営業収益 ９ 上記以外の収益

2 営 業 外 収 益 ２９,４８４ 主たる営業活動以外の収益

1 他 会 計 補 助 金 ９,４７７
営業費用を使用料等で賄えない部分に対する一般
会計繰入金

2 他 会 計 負 担 金 ２,１４０ 利子償還に対する一般会計繰入金

3 補 助 金 ２,０００ 処理区事業計画変更業務に対する国庫支出金

4 長期前受金戻入 １５,８６６ 長期前受金の減価償却見合い分を収益化したもの

5 雑 収 益 １ 手数料、不用品の売却代金、その他

3 特 別 利 益 １ 当年度の経常的収支から除外すべき利益

1 過年度損益修正益 １
前年度以前の損益の修正で利益の性質を有するも
の

3
農 業 集 落 排 水
事 業 収 益

４６,０９６ 農業集落排水事業の経営活動全般から生ずる収益

1 営 業 収 益 １５,６４０ 主たる営業活動から生ずる収益

1 下 水 道 使 用 料 １５,６２８ 農業集落排水施設使用料

2 その他営業収益 １２ 上記以外の収益
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款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

2 営 業 外 収 益 ３０,４５５ 主たる営業活動以外の収益

1 他 会 計 補 助 金 ４,５８８
営業費用を使用料等で賄えない部分に対する一般
会計繰入金

2 他 会 計 負 担 金 ３,５２３ 利子償還に対する一般会計繰入金

3 長期前受金戻入 ２２,３４３ 長期前受金の減価償却見合い分を収益化したもの

4 雑 収 益 １ 手数料、不用品の売却代金、その他

3 特 別 利 益 １ 当年度の経常的収支から除外すべき利益

1 過年度損益修正益 １
前年度以前の損益の修正で利益の性質を有するも
の

4
漁 業 集 落 排 水
事 業 収 益

３５,０９１ 漁業集落排水事業の経営活動全般から生ずる収益

1 営 業 収 益 ７,６５４ 主たる営業活動から生ずる収益

1 下 水 道 使 用 料 ７,６４５ 漁業集落排水施設使用料

2 その他営業収益 ９ 上記以外の収益

2 営 業 外 収 益 ２７,４３６ 主たる営業活動以外の収益

1 他 会 計 補 助 金 ８,０３５
営業費用を使用料等で賄えない部分に対する一般
会計繰入金

2 他 会 計 負 担 金 １,９８５ 利子償還に対する一般会計繰入金

3 長期前受金戻入 １７,４１５ 長期前受金の減価償却見合い分を収益化したもの

4 雑 収 益 １ 手数料、不用品の売却代金、その他
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支 出

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

3 特 別 利 益 １ 当年度の経常的収支から除外すべき利益

1 過年度損益修正益 １
前年度以前の損益の修正で利益の性質を有するも
の

5
浄化槽設置整備
事 業 収 益

３６,６７２ 浄化槽設置整備事業の収益

1 営 業 外 収 益 ３６,６７２ 浄化槽設置整備事業の収益

1 他 会 計 負 担 金 ３６,６７２ 一般会計繰入金

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

事 業 費 用 ９９３,４４５ 下水道事業の経営活動全般から生ずる費用

1
公共下水道事業
費 用

７９７,２１７ 公共下水道事業の経営活動全般から生ずる費用

1 営 業 費 用 ７５３,５７５ 主たる営業活動から生ずる費用

1 管 き ょ 費 ４５,６５５ 管路の維持管理に要する費用

2 処 理 場 費 ２０５,７４０ 処理施設の維持管理及び排水処理に要する費用

3 総 係 費 ４６,６８９ 一般管理に要する費用

4 減 価 償 却 費 ４５１,７５６ 固定資産の減価償却費用

5 資 産 減 耗 費 ３,７３５ 固定資産の資産減耗費用

2 営 業 外 費 用 ４３,５９１ 金融及び財務活動に伴う費用
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款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

４３,５９０ 企業債利息に要する費用

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

１
下水道事業に係る消費税及び地方消費税に要する
費用

3 特 別 損 失 ５１ 当年度の経常的費用から除外すべき損失

1 過年度損益修正損 １
前年度以前の損益の修正で損失の性質を有するも
の

2
過誤納還付金及び
還 付 加 算 金

５０ 過誤納付に伴う還付金等の費用

2
特 定 環 境 保 全
公共下水道事業
費 用

４７,２０４
特定環境保全公共下水道事業の経営活動全般から
生ずる費用

1 営 業 費 用 ４５,０４３ 主たる営業活動から生ずる費用

1 管 き ょ 費 ４,４００ 管路の維持管理に要する費用

2 処 理 場 費 １２,４１５ 処理施設の維持管理及び排水処理に要する費用

3 総 係 費 ２９５ 一般管理に要する費用

4 減 価 償 却 費 ２７,９３３ 固定資産の減価償却費用

2 営 業 外 費 用 ２,１４０ 金融及び財務活動に伴う費用

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

２,１４０ 企業債利息及び一時借入金利息に要する費用

3 特 別 損 失 ２１ 当年度の経常的費用から除外すべき損失

1 過年度損益修正損 １
前年度以前の損益の修正で、損失の性質を有する
もの

2
過誤納還付金及び
還 付 加 算 金

２０ 過誤納付に伴う還付金等の費用
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款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

3
農 業 集 落 排 水
事 業 費 用

６７,５４８ 農業集落排水事業の経営活動全般から生ずる費用

1 営 業 費 用 ６４,００４ 主たる営業活動から生ずる費用

1 管 き ょ 費 １,１０９ 管路の維持管理に要する費用

2 処 理 場 費 １８,７７３ 処理施設の維持管理及び排水処理に要する費用

3 総 係 費 ３２７ 一般管理に要する費用

4 減 価 償 却 費 ４３,７９５ 固定資産の減価償却費用

2 営 業 外 費 用 ３,５２３ 金融及び財務活動に伴う費用

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

３,５２３ 企業債利息及び一時借入金利息に要する費用

3 特 別 損 失 ２１ 当年度の経常的費用から除外すべき損失

1 過年度損益修正損 １
前年度以前の損益の修正で損失の性質を有するも
の

2
過誤納還付金及び
還 付 加 算 金

２０ 過誤納付に伴う還付金等の費用

4
漁 業 集 落 排 水
事 業 費 用

４４,８０４ 漁業集落排水事業の経営活動全般から生ずる費用

1 営 業 費 用 ４２,７９８ 主たる営業活動から生ずる費用

1 管 き ょ 費 ４９１ 管路の維持管理に要する費用

2 処 理 場 費 １４,８８９ 処理施設の維持管理及び排水処理に要する費用

3 総 係 費 ２９０ 一般管理に要する費用
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(資本的収入及び支出）
収 入

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

4 減 価 償 却 費 ２７,１２８ 固定資産の減価償却費用

2 営 業 外 費 用 １,９８５ 金融及び財務活動に伴う費用

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

１,９８５ 企業債利息及び一時借入金利息に要する費用

3 特 別 損 失 ２１ 当年度の経常的費用から除外すべき損失

1 過年度損益修正損 １
前年度以前の損益の修正で損失の性質を有するも
の

2
過誤納還付金及び
還 付 加 算 金

２０ 過誤納付に伴う還付金等の費用

5
浄化槽設置整備
事 業 費 用

３６,６７２
浄化槽設置整備事業の経営活動全般から生ずる費
用

1 営 業 費 用 ３６,６７２ 主たる営業活動から生ずる費用

1 総 係 費 ３６,６７２ 浄化槽設置整備事業に要する費用

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

資 本 的 収 入 ７２５,５９２ 建設改良及び企業債償還に対する収入

1
公共下水道事業
資 本 的 収 入

６２６,２５８
公共下水道事業の建設改良及び企業債償還に対す
る収入

1 企 業 債 ２０９,６００ 企業債の発行による収入

1 企 業 債 ２０９,６００
建設改良費等の財源に充てるために発行する企業
債
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款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

2 他 会 計 出 資 金 ３２３,１３３ 建設改良及び企業債償還に対する収入

1 他 会 計 出 資 金 ３２３,１３３
市単独事業費及び企業債元金償還に対する一般会
計繰入金

3 国 庫 補 助 金 ９２,８００ 建設改良に対する国庫支出金

1 国 庫 補 助 金 ９２,８００ 公共下水道事業に対する国庫支出金

4 負 担 金 等 ７２５ 建設改良に対する負担金

1 受 益 者 負 担 金 ７２５ 公共下水道事業受益者負担金

2
特 定 環 境 保 全
公共下水道事業
資 本 的 収 入

２１,６１１
特定環境保全公共下水道事業の企業債償還に対す
る収入

1 企 業 債 ７,４００ 企業債の発行による収入

1 企 業 債 ７,４００
建設改良費等の財源に充てるために発行する企業
債

2 他 会 計 出 資 金 １４,２１１ 建設改良及び企業債償還に対する収入

1 他 会 計 出 資 金 １４,２１１ 企業債元金償還に対する一般会計繰入金

3
農 業 集 落 排 水
事業資本的収入

４１,９７５
農業集落排水事業の建設改良及び企業債償還に対
する収入

1 企 業 債 ５,４００ 企業債の発行による収入

1 企 業 債 ５,４００
建設改良費等の財源に充てるために発行する企業
債

2 他 会 計 出 資 金 ３５,４２５ 企業債償還に対する収入

1 他 会 計 出 資 金 ３５,４２５
市単独事業費及び企業債元金償還に対する一般会
計繰入金
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支 出

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

3 国 庫 補 助 金 １,１５０ 建設改良に対する国庫支出金

1 国 庫 補 助 金 １,１５０ 農業集落排水事業に対する国庫支出金

4
漁 業 集 落 排 水
事業資本的収入

３５,７４８
漁業集落排水事業の建設改良及び企業債償還に対
する収入

1 企 業 債 １５,２００ 企業債の発行による収入

1 企 業 債 １５,２００
建設改良費等の財源に充てるために発行する企業
債

2 他 会 計 出 資 金 １４,９３８ 企業債償還に対する収入

1 他 会 計 出 資 金 １４,９３８ 企業債元金償還に対する一般会計繰入金

3 国 庫 補 助 金 ５,１００ 建設改良に対する国庫支出金

1 国 庫 補 助 金 ５,１００ 漁業集落排水事業に対する国庫支出金

4 県 補 助 金 ５１０ 建設改良に対する県支出金

1 県 補 助 金 ５１０ 漁業集落排水事業に対する県支出金

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

資 本 的 支 出 ８２６,４３７ 建設改良及び企業債償還に要する費用

1
公共下水道事業
資 本 的 支 出

７２７,１０３
公共下水道事業の建設改良及び企業債償還に要す
る費用

1 建 設 改 良 費 ３１０,０８１ 建設改良に要する費用
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款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

1 管 き ょ 建 設 費 １５４,０８１ 管きょの建設改良に要する費用

2 処理場建設改良費 １５６,０００ 処理場の建設改良に要する費用

2 固定資産購入費 ４２３ 固定資産の取得に要する費用

1
有 形 固 定 資 産
購 入 費

４２３ 有形固定資産の取得に要する費用

3 企 業 債 償 還 金 ４１６,５９９ 企業債償還に要する費用

1 企 業 債 償 還 金 ４１６,５９９
建設改良費等の財源に充てるために発行した企業
債の元金償還金

2
特 定 環 境 保 全
公共下水道事業
資 本 的 支 出

２１,６１１
特定環境保全公共下水道事業の企業債償還に要す
る費用

1 建 設 改 良 費 ７０４ 建設改良に要する費用

1 処理場建設改良費 ７０４ 処理場の建設改良に要する費用

2 企 業 債 償 還 金 ２０,９０７ 企業債償還に要する費用

1 企 業 債 償 還 金 ２０,９０７
建設改良費等の財源に充てるために発行した企業
債の元金償還金

3
農 業 集 落 排 水
事業資本的支出

４１,９７５
農業集落排水事業の建設改良及び企業債償還に要
する費用

1 建 設 改 良 費 ６,６００ 建設改良に要する費用

1 管 き ょ 建 設 費 ４,４００ 管きょの建設改良に要する費用

2 処理場建設改良費 ２,２００ 処理場の建設改良に要する費用

2 企 業 債 償 還 金 ３５,３７５ 企業債償還に要する費用
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款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

1 企 業 債 償 還 金 ３５,３７５
建設改良費等の財源に充てるために発行した企業
債の元金償還金

4
漁 業 集 落 排 水
事業資本的支出

３５,７４８
漁業集落排水事業の建設改良及び企業債償還に要
する費用

1 建 設 改 良 費 １４,６００ 建設改良に要する費用

1 管 き ょ 建 設 費 １３,４００ 管きょの建設改良に要する費用

2 処理場建設改良費 １,２００ 処理場の建設改良に要する費用

2 企 業 債 償 還 金 ２１,１４８ 企業債償還に要する費用

1 企 業 債 償 還 金 ２１,１４８
建設改良費等の財源に充てるために発行した企業
債の元金償還金
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１　業務活動によるキャッシュ・フロー
　　　当年度純利益
　　　減価償却費
　　　貸倒引当金の増減額（△は減少）
　　　長期前受金戻入額
　　　支払利息及び企業債取扱諸費
　　　有形固定資産除却費
　　　未収金の増減額（△は増加）
　　　未払金の増減額（△は減少）
　　　引当金の増減額（△は減少）
　　　小計
　　　支払利息及び企業債取扱諸費
　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　有形固定資産の取得による支出
　　　国庫補助金等による収入
　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出
　　　他会計からの出資による収入
　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）
資金期首残高
資金期末残高

２　令和６年度五所川原市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

（単位：千円）

△ 235,297
550,612
△ 10

△ 256,997
51,238
3,735
△ 542

△ 10,489
100

102,350
△ 51,238

51,112

△ 357,152
122,671

△ 234,481

291,600
△ 494,029

387,707
185,278

1,909
166,399
168,308
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１　総括

※（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

※（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

３　令和６年度五所川原市下水道事業会計給与費明細書

職　員　数 給　　　与　　　費
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(1) (2,076) (615) (2,691) (403) (3,094)

5 9 86 35,079 20,097 55,262 16,061 71,323

(0) (0) (0) (0) (0) (0)

5 10 86 38,740 21,018 59,844 17,171 77,015

(1) (2,076) (615) (2,691) (403) (3,094)

0 △ 1 0 △ 3,661 △ 921 △ 4,582 △ 1,110 △ 5,692

管理職員特 時間外勤務

別勤務手当 手　　　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
(317) (213) (85)

456 7,732 6,171 507 972 1,841 240 360 18 1,800

(0) (0) (0)

576 8,430 6,741 568 911 1,254 360 360 18 1,800

(317) (213) (85)

△ 120 △ 698 △ 570 △ 61 61 587 △ 120 0 0 0

区 分
法定福利費 合　　計

本 年 度

前 年 度

比 較

区分
扶養手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 通勤手当 住居手当 児童手当 管理職手当

本 年 度

前 年 度

比 較

手当の　　　　
内　訳

-20-



ア　会計年度任用職員以外の職員

※（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

※（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

職　員　数 給　　　与　　　費
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(1) (2,076) (615) (2,691) (403) (3,094)

9 35,079 20,097 55,176 16,061 71,237

(0) (0) (0) (0) (0) (0)

10 38,740 21,018 59,758 17,171 76,929

(1) (2,076) (615) (2,691) (403) (3,094)

△ 1 △ 3,661 △ 921 △ 4,582 △ 1,110 △ 5,692

管理職員特 時間外勤務

別勤務手当 手　　　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
(317) (213) (85)

456 7,732 6,171 507 972 1,841 240 360 18 1,800

(0) (0) (0)

576 8,430 6,741 568 911 1,254 360 360 18 1,800

(317) (213) (85)

△ 120 △ 698 △ 570 △ 61 61 587 △ 120 0 0 0

区 分
法定福利費 合　　計

本 年 度

前 年 度

比 較

区分
扶養手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 通勤手当 住居手当 児童手当 管理職手当

本 年 度

前 年 度

比 較

手当の　　　　
内　訳
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期末手当　　　　２２６
勤勉手当　　　　２１２
扶養手当　　　△１２０ 通勤手当　　　　　　６１
期末手当　　　△９２４ 住居手当　　　　　５８７
勤勉手当　　　△７８２ 児童手当　　　　△１２０
寒冷地手当　　　△６１

３　給料及び手当の状況
（１） 職員１人当たり給与

（２） 初　任　給

２　給料及び手当の増減額の明細

区 分 増減額 (千円） 増 減 事 由 別 内 訳 ( 千 円 ） 説 明 備 考

給与改定に伴う
増 加 分
昇 給 に 伴 う
増 加 分

制度改正に伴う
増 減 分

区　　　　　　　　　　　　分 行 政 職

平 均 給 料 月 額(円） ３２１，８４５

平 均 給 与 月 額(円） ３５０，７２３

平 均 年 齢(歳） ４６歳　　６月

平 均 給 料 月 額(円） ３２２，４７０

平 均 給 与 月 額(円） ３４９，１６０

平 均 年 齢(歳） ４３歳　　４月

一般会計の制度
行　政　職　(円）

高 校 卒 １７０，９００ １７０，９００

大 学 卒 ２０２，４００ ２０２，４００

給 料 △３，６６１

３１８
給与改定に伴う
増分

平均改定率　１．１７％

２９４
本年度昇給に伴
う増分

平均昇給率　１．１９％

その他の増減分 △４，２７３
職員の異動等に
伴う減分

手 当 △９２１

４３８
支給率の改正に
よる増分

その他の増減分 △１，３５９
職員の異動等に
伴う減分

令和６年１月１日現在

令和５年１月１日現在

区 分 行　政　職　(円）
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※（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

（級別の基準となる職務）

（３） 級 別 職 員 数

行 政 職

級 職員数（人） 構成比（％）

７　級

６　級

５　級 １ １１．１

４　級 ４ ４４．５

３　級 １ １１．１

(１) (１００.０)

３ ３３．３

１　級

(１) (１００.０)

９ １００．０

７　級

６　級

５　級 １ １０．０

４　級 ５ ５０．０

３　級 １ １０．０

２ ２０．０

１　級 １ １０．０

(０) (０)

１０ １００．０

区 分 ７　級 ６　級 ５　級 ４　級 ３　級 ２　級 １　級

行 政 職 部 長 参 事 課 長 課 長 補 佐 係 長 主 任 主 事

区 分

２　級

計

２　級

計

令和６年１月１日現在

令和５年１月１日現在

-23-



（４） 昇　給

区　　　　　　　　　　　　分 行 政 職

職 員 数(Ａ)(人) ９

昇給に係る職員数(Ｂ)(人) ７

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) ７

５号給 (人)

６号給 (人)

８号給 (人)

比 率(Ｂ)／（Ａ）(％) ７７．８

職 員 数（Ａ）(人) １０

昇給に係る職員数（Ｂ）(人) ８

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) ８

５号給 (人)

６号給 (人)

８号給 (人)

比 率(Ｂ)／（Ａ）(％) ８０.０

補　
　

正　
　

後

号給数別内訳

補　
　

正　
　

前

号給数別内訳
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（５） 期 末 手 当　・　勤 勉 手 当

※（　）内は、再任用職員の支給率

（６） 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（７） その他の手当

支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

６月 (月分） １２月 (月分） (月分） 級 等 に よ る 加 算 措 置

（１．１５０） （１．１５０） （２．３０）

２．２００ ２．２００ ４．４０

（１．１２５） （１．１２５） （２．２５）

２．１５０ ２．１５０ ４．３０

（１．１５０） （１．１５０） （２．３０）

２．２００ ２．２００ ４．４０

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 退 職 時

(月分） (月分） (月分） (月分） 特 別 昇 給

・定年前早期退職特例措置

(2％～45％加算）

・職務の級に応じた調整額

・定年前早期退職特例措置

(2％～45％加算）

・職務の級に応じた調整額

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同　　　　じ 無

住 居 手 当 同　　　　じ 無

通 勤 手 当 同　　　　じ 無

区 分 備 考

本年度 有

前年度 有

一般会計の制度 有

区 分 その他の加算措置等 備　　考

支 給 率 等 ２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９ 無

一般会計の制度
( 支 給 率 等 ）

２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９ 無
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1 1

４　継続費に関する調書

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％ 逓次繰越

120,000 66,000 54,000 0 0 0 0.0 120,000

千円

290,000 154,000 136,000 0 276,000 276,000 67.3

410,000 220,000 190,000 0 0 276,000 276,000 67.3

全体計画
前前年度末
までの支払
義務発生額

前年度末ま
での支払義
務発生(見
込)額

当該年度支
払義務発生
予定額

当該年度末
までの支払
義務発生予
定額

翌年度以降
の支払義務
発生予定額

継続費の総
額に対する
進捗率

備考

年度 年割額

左の財源内訳

国庫補助金 企業債
当 年 度
損益勘定
留保資金

５

６

計

款 項 事業名

公共下
水道事
業資本
的支出

建設改
良費

五所川原市浄化セ
ンター受変電設備
（電気）更新工事
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（単位：千円）

５　債務負担行為に関する調書

前年度末までの支払 当 該 年 度 以 降 の 支
義務発生（見込）額 払 義 務 発 生 予 定 額

事　　　　　　　項 限　度　額
左の財源内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額
下水道使用料

収 益
企 業 債

排水設備工事資金の融資
に 対 す る 損 失 補 償

損失額の全額
令和６年度から
事業継続期間中

排 水 設 備 工 事 資 金
利 子 補 給 金

貸付融資額の
うち保有額に
対する年９％

以内

平成２０年度から
１６９

令和６年度から
事業継続期間中

令和５年度まで

五所川原市公共下水道
処理施設等包括的運転
管 理 業 務 委 託

１,１９６,９７６

令和５年度から
４３０,３２０

令和６年度から
７６６,６５６ ７６６,６５６

令和５年度まで 令和８年度まで

西部雨水幹線吐口ゲート
設 備 改 築 工 事

６９,０００

令和６年度から
６９,０００ ６９,０００

令和６年度まで
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（１）
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ホ

ヘ

（２）
イ

（３）
イ

２
（１）
（２）

（３）

６　令和６年度五所川原市下水道事業予定貸借対照表
（令和７年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部
（単位：千円）

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
土 地 195,103
建 物 1,473,403
減 価 償 却 累 計 額 △ 941,585 531,818
構 築 物 21,060,924
減 価 償 却 累 計 額 △ 9,095,180 11,965,744
機 械 及 び 装 置 3,529,383
減 価 償 却 累 計 額 △ 2,076,711 1,452,672
車 両 運 搬 具 14,986
減 価 償 却 累 計 額 △ 14,237 749
工 具 器 具 及 び 備 品 7,745
減 価 償 却 累 計 額 △ 6,156 1,589

有 形 固 定 資 産 合 計 14,147,675
無 形 固 定 資 産
電 話 加 入 権 2,556

無 形 固 定 資 産 合 計 2,556
投資その他の資産
そ の 他 投 資 40

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 40
固 定 資 産 合 計 14,150,271

流 動 資 産
現 金 ・ 預 金 168,308
未 収 金 43,496
貸 倒 引 当 金 △ 477 43,019

貯 蔵 品 1,816
流 動 資 産 合 計 213,143
資 産 合 計 14,363,414
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３
（１）

（１）
（２）
（３）

（１）

６
７
（１）

（２）

負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債
企 業 債 4,519,139
固 定 負 債 合 計 4,519,139

４ 流 動 負 債
企 業 債 500,836
未 払 金 34,806
引 当 金 5,520
流 動 負 債 合 計 541,162

５ 繰 延 収 益
長 期 前 受 金 13,528,958
収 益 化 累 計 額 △ 8,159,736
繰 延 収 益 合 計 5,369,222
負 債 合 計 10,429,523

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 6,273,065
剰 余 金
資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 6,289
ロ 補 助 金 5,211
ハ 負 担 金 等 46,615
資 本 剰 余 金 合 計 58,115
利 益 剰 余 金

イ 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 2,397,289
利 益 剰 余 金 合 計 △ 2,397,289
剰 余 金 合 計 △ 2,339,174
資 本 合 計 3,933,891
負 債 資 本 合 計 14,363,414
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（１）
（２）
２
（１）
（２）
（３）
（４）

３
（１）
（２）
（３）
（４）
４
（１）
（２）

５
（１）
６
（１）
（２）

７　令和５年度五所川原市下水道事業予定損益計算書
（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

（単位：千円）
営 業 収 益

下 水 道 使 用 料 369,553
そ の 他 営 業 収 益 1,149 370,702

営 業 費 用
管 き ょ 費 24,591
処 理 場 費 227,344
総 係 費 93,267
減 価 償 却 費 557,580 902,782
営 業 損 失 532,080

営業外収益
他 会 計 補 助 金 27,023
他 会 計 負 担 金 103,247
長 期 前 受 金 戻 入 255,770
雑 収 益 462 386,502

営業外費用
支払利息及び企業債取扱諸費 55,766
雑 支 出 4,056 59,822 326,680
経 常 損 失 205,400

特 別 利 益
過 年 度 損 益 修 正 益 4 4

特 別 損 失
過 年 度 損 益 修 正 損 4
過誤納還付金及び還付加算金 110 114 110
当 年 度 純 損 失 205,510
前 年 度 繰 越 欠 損 金 1,956,482
当 年 度 未 処 理 欠 損 金 2,161,992
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８　令和５年度五所川原市下水道事業予定貸借対照表
（令和６年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部
（単位：千円）

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
土 地 195,103
建 物 1,473,403
減 価 償 却 累 計 額 △ 913,756 559,647
構 築 物 20,905,948
減 価 償 却 累 計 額 △ 8,640,965 12,264,983
機 械 及 び 装 置 3,196,787
減 価 償 却 累 計 額 △ 2,008,248 1,188,539
車 両 運 搬 具 14,986
減 価 償 却 累 計 額 △ 14,237 749
工 具 器 具 及 び 備 品 7,360
減 価 償 却 累 計 額 △ 6,051 1,309
建 設 仮 勘 定 77,242

有 形 固 定 資 産 合 計 14,287,572
無 形 固 定 資 産
電 話 加 入 権 2,556

無 形 固 定 資 産 合 計 2,556
投資その他の資産
そ の 他 投 資 40

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 40
固 定 資 産 合 計 14,290,168

流 動 資 産
現 金 ・ 預 金 166,399
未 収 金 42,954
貸 倒 引 当 金 △ 487 42,467

貯 蔵 品 1,816
前 払 金 57,000
流 動 資 産 合 計 267,682
資 産 合 計 14,557,850
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（１）

（１）
（２）
（３）

（１）

６
７
（１）

（２）

負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債
企 業 債 4,724,961
固 定 負 債 合 計 4,724,961

４ 流 動 負 債
企 業 債 497,443
未 払 金 45,295
引 当 金 5,122
流 動 負 債 合 計 547,860

５ 繰 延 収 益
長 期 前 受 金 13,406,287
収 益 化 累 計 額 △ 7,902,739
繰 延 収 益 合 計 5,503,548
負 債 合 計 10,776,369

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 5,885,358
剰 余 金
資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 6,289
ロ 補 助 金 5,211
ハ 負 担 金 等 46,615
資 本 剰 余 金 合 計 58,115
利 益 剰 余 金

イ 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 2,161,992
利 益 剰 余 金 合 計 △ 2,161,992
剰 余 金 合 計 △ 2,103,877
資 本 合 計 3,781,481
負 債 資 本 合 計 14,557,850
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注記
１　重要な会計方針
（１）資産の評価基準及び評価方法
　　　　貯蔵品　　　先入先出法による原価法によっている。
（２）固定資産の減価償却の方法
　　　　有形固定資産
　　　　・減価償却の方法 定額法による。
　　　　・主な耐用年数
　　　　　　建物 ８～５０年
　　　　　　構築物 １０～５０年
　　　　　　機械及び装置 １０～２０年
　　　　　　車両運搬具 ４～６年
　　　　　　工具、器具及び備品 ３～１０年
（３）引当金の計上方法
　　イ　退職給付引当金
　　　　職員の退職手当は、青森県市町村職員退職手当組合における積立金相当額を超過した場合、一般会計が負担するため退職給付引当
　　　金は計上していない。
　　ロ　賞与引当金
　　　　職員の期末手当及び勤勉手当等の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月か
　　　ら３月までの４か月分）を計上している。
　　ハ　貸倒引当金
　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を計上している。
（４）消費税及び地方消費税の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２　セグメント情報の開示
（１）報告セグメントの概要
　　　五所川原市下水道事業は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、漁業集落排水事業及び浄化槽設置整
　　備事業を運営しており、各事業で運営方針等を決定していることから、それらを報告セグメントとしている。なお、各報告セグメント
　　に属する事業の内容は以下のとおりである。

事業区分 事業の内容
公共下水道事業 市街地における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
特定環境保全公共下水道事業 市街地以外における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
農業集落排水事業 農業集落における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
漁業集落排水事業 漁業集落における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
浄化槽設置整備事業 下水道処理区域外における、し尿・生活雑排水等の処理のための浄化槽設置費に対する助成
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（２）報告セグメントごとの営業収益等

当年度（自　令和６年４月１日　至　令和７年３月３１日）

営業収益
営業費用
営業損益
経常損益
セグメント資産
セグメント負債
その他の項目
他会計繰入金
減価償却費
特別利益
特別損失
有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

３　リース契約により使用する固定資産
（１）リース会計に係る特例措置
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額
　　　１年内　　　４２５，３０４円
　　　１年超　１，４８８，５６４円
　　　　計　　１，９１３，８６８円

４　その他の注記
（１）引当金の取崩し
　　　当事業年度において、職員の期末手当及び勤勉手当等の支給のために、賞与引当金５，１２２千円を取り崩す予定である。
　　また、債権の不納欠損による損失に貸倒引当金４８７千円を取り崩す予定である。

（単位：千円）

343,807 5,139 14,219 6,959 0 370,124
751,101 43,490 62,184 41,376 36,647 934,798

△ 407,294 △ 38,351 △ 47,965 △ 34,417 △ 36,647 △ 564,674
△ 190,637 △ 12,111 △ 21,928 △ 10,511 0 △ 235,187
11,598,068 875,518 1,138,431 750,746 651 14,363,414
8,393,414 649,358 783,647 602,453 651 10,429,523

52,272 11,617 8,111 10,020 36,672 118,692
451,756 27,933 43,795 27,128 0 550,612

1 1 1 1 0 4
51 21 21 21 0 114

394,537 640 6,000 13,273 0 414,450

公共下水道
事業

特定環境保全
公共下水道

事業

農業集落排水
事業

漁業集落排水
事業

浄化槽設置
整備事業

合計
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